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１．はじめに

　国立および公設の試験研究機関は行政改革の名の下に様々な組織の改編や縮小が加えられて来た。とりわけバブル経済の破綻以後その動きはさらに加速され、国立研究機関の大多数は独立行政法人化に引き続き非公務員型独法へと改変が進んでいる。都道府県の公設試験研究機関も同様の動きが平行して進んでいる。この中で試験研究にそぐわない「中期目標・計画に基づく評価・組織の見直し」という組織の改編・縮小メカニズムが導入され、公的試験研究機関が担って来た国民や地域住民の福祉向上、環境や平和への貢献、また科学技術の発展や普及といった役割を十分果たせなくなって来ている。こうした国公立試験研究機関の現状を明らかにし、将来に向けた取り組みを提起することが求められている。
２．公的試験研究機関の果たしてきた役割 

　科学技術白書(1962)は、国の役割として「大規模で長期間を要する新しい研究分野（原子力利用、宇宙開発）、国民生活に広く関連する分野（公衆衛生、災害防止）、農林水産業や中小企業の高度化や生産性向上に資する研究分野、国際共同や地球物理的調査研究分野で民間企業にその推進を期待するわけにいかない研究分野は国が主体となって重点的に推進し、国が自ら研究費を支出する」と述べている。自治体の公設機関も含めてこれらの研究機関は国民や地域住民の福祉の向上と科学技術の振興に寄与してきた。その役割は現在も大きく変わることはないが、同書(2008)年版では、「国のニーズに沿って、国として重点的に取り組むべき研究開発・・」と抽象的な記述となっており、むしろ「重点的かつスピード感を持って実施できるようにするための弾力的かつ機動的な予算や人材の投入、社会への貢献、他機関との連携等を促進するための外部資金導入の促進」といった効率化と変革に重点がおかれている。　

３．国公立研究機関の改変の背景
　高度経済成長のひずみと外圧を受けて中曽根第二臨調(1981)により、財政赤字の解消を名目に社会福祉の抑制、総定員法、規制緩和、民活導入により企業の競争力や収益を高める政策が実施され、バブル経済をもたらした。その結果バブル経済は破綻し、企業の競争力や収益が低下し、多くの資産を失った。それを埋め合わせるために公的資金が注入され、膨大な財政赤字を作り出した。そのため政府は再び企業の収益向上と財政赤字解消を名目にさらなる行政改革に突き進み、規制緩和、市場原理、小さな政府、消費税導入などの政策を打ち出した。この課程で国立試験研究機関は独立行政法人化され国から切り離された。その動きは地方自治体にもおよび、公設試験研究機関や大学の再編や法人化が進んでいる。この行革により企業の収益はかってなく持続したが、格差社会をもたらし、このままでは科学技術力（教育も含めて）の低下が危惧される。

４．独立行政法人
　独立行政法人（以下独法）は、「国民（住民）生活及び社会（地域）経済の安定等の公共上の見地から確実に実施されることが必要な事務及び事業であって、国（地方公共団体）が自ら主体となって直接に実施する必要のないもののうち、民間の主体にゆだねた場合には必ずしも実施されないおそれがあるもの（地方公共団体が認めるもの）・・・を効率的かつ効果的に行わせることを目的とした法人」である（独立行政法人通則法、1999（）内は地方独立行政法人法(2003)）。

　また独法は業務の公共性、透明性及び自主性を謳っており、①適正かつ効率的な業務の運営と②業務内容の公表を求められ、③業務運営における自主性の配慮が掲げられている。独法には独法評価委員会が設置され業務実績を評価する。

　3年以上5年以内の期間に主務大臣は中期目標を定め、独法は目標達成のために中期計画を作成し年度計画に従って事業を実施し、中期目標終了時に評価委員会の意見を聞き組織の見直しが行われる。

５．独法の経緯
　国立研究機関は、2001年に9府省57 法人で大部分が公務員身分（特定独法）としてスタートした（先行独法）。2004年には国立大学が非公務員型の国立大学法人に移行し、中期目標終了時の2006年前後に特定独法であった研究機関も非公務員型独法にされてしまった。この課程で大幅な統廃合（23法人→9法人）が行われ、多くの反対にもかかわらず消防研究所が廃止された（表1）。
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　2007年には特殊法人などが独法に衣替えし（移行法人）、研究機関の研究開発型独法の他、公共事業執行型、資産債務型、特定事業執行型、政策金融型独法を含めて101法人に膨れあがった。この中には談合入札にかかわった独法などが含まれ、大々的な独法廃止キャンペーンが政党、財界、マスコミによって行われた。同年12月政府は101法人を廃止、民営化、統合により85法人にするなどの独法の整理合理化計画を閣議決定した。この中には国土交通省、厚生労働省、農林水産省所管の研究機関の統合と小規模拠点の見直しが含まれている。

　公設試験研究機関にも独法化が波及し、東京、岩手、鳥取で既に導入されており、他の自治体でもそれに向けた統廃合が進んでいる。
６．さまざまな問題の顕在化
　独法化により研究費の使途や働き方の自由度が増した部分もあるが、当初いわれた予算の次年度への持ち越しなど希望を抱かせる大部分は実施されなかった。むしろ、運営費交付金の毎年1％（中期計画第二期では管理経費は３％）削減、予算執行の制約の増大、委託契約の遅れ、また評価や競争的資金獲得、数値目標達成、要員の不補充などによる業務量の増加など研究阻害要因が顕在化してきた。さらに上意下達式の運営が行われ、職員間の意思疎通が悪化し、長期的・基礎的研究の遂行や若い研究員の育成が困難になっている。成果主義の導入で研究資源や処遇に格差が出始め、任期付き任用は雇用の不安定化や人材の使い捨てにつながり高学歴ワーキングプアーを作り出している。独法化は公的研究機関の活性化や科学技術の発展を目指したものではなく、単なる減量・人減らしの手法に過ぎないことが明白になっている。

７．何をなすべきか
　天下り、官民癒着、談合を断固排すること。独法化による研究の実施や職場への弊害を指摘し、国民や地域住民に訴えること。試験研究機関が自主的、民主的改革を行うこと。新しい社会への見通しを持って公的機関として期待される研究に真摯に取り組むこと。これらにより国民や地域住民の平和、福祉の向上と科学技術の振興や普及を進めることが求められている。















